
千葉市廃棄物適正化推進員要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、千葉市廃棄物の適正処理及び再利用等に関する条例（平成５年千葉

市条例第１７号）第１０条に規定する廃棄物適正化推進員（以下「推進員」という。）の

委嘱、任期、職務等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（推進員の種別及び定数） 

第２条 推進員は、地区廃棄物適正化推進員（以下「地区推進員」という。）及び自治廃棄

物適正化推進員（以下「自治推進員」という。）とし、その定数はそれぞれ次のとおりと

する。 

（１）地区推進員 区町内自治会連絡協議会を構成する各地区の町内自治会連絡協議会  

（以下「地区連協」という。）ごとに１人 

（２）自治推進員 町内自治会（以下「自治会」という。）ごとに１人。ただし、５００世

帯を超える自治会にあっては２人とすることができる。 

 

（委嘱） 

第３条 地区推進員は、市長が各地区連協の会長に委嘱する。 

２  自治推進員は、当該自治推進員の候補者が所属する自治会から自治推進員推せん届（様

式第１号）又はちば電子申請サービスを通じた電子申請による自治推進員の推せんのあ

った者で市長が適当と認めたものに委嘱する。ただし、自治会の推せん又は自治会がな

い地区について必要と認めるときは、市長は、別に自治推進員を委嘱することができる。 

   

（任期） 

第４条 推進員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２  推進員に欠員が生じた場合における補欠の推進員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（担当区域） 

第５条 推進員の職務を担当する区域（以下「担当区域」という。）は、次のとおりとする。 

（１）地区推進員 その者が所属する地区連協を構成する自治会の区域 

（２）自治推進員 第３条第２項の規定により自治会の推薦を受け委嘱された者にあって

は当該自治会の地域、同項ただし書の規定により委嘱された者にあっては市長が指定

する区域 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、必要に応じて担当区域を変更することができるも

のとする。 

 

（活動内容） 

第６条 地区推進員は、市と自治推進員との連絡調整を行うとともに、廃棄物の適正処理

並びに再利用等の普及及び啓発に努めるものとする。 

２ 自治推進員は、次の業務を行うものとする。 

（１）廃棄物の適正処理並びに再利用等の普及及び啓発に関すること。 



  ア 地域住民に対する清掃行政の推進に係る市の計画方針の連絡に関すること。 

  イ 地域住民の廃棄物の適正処理及び再利用等に対する意見、要望等の市への連絡及

び調整に関すること。 

  ウ その他廃棄物の適正処理並びに再利用等の普及及び啓発のため必要な事項に関す

ること。 

（２）市の実施する分別収集の指導に関すること。 

  ア ごみ集積所の清潔保持の指導に関すること。 

  イ 分別収集日時の遵守の指導に関すること。 

  ウ 分別排出方法の徹底の指導に関すること。 

（３）集団回収（資源回収）及びリサイクル活動に係る地域活動の推進に関すること。 

（４）地域における美化活動参加の促進に関すること。 

（５）不法投棄に関する市への通報及び連絡に関すること。 

（６）その他市長が必要と認める事項に関すること。 

 

（報告） 

第７条 自治推進員は、前条第２項の活動内容の実績を活動報告書（様式第２号）に記録

し、指定の期日までに市長に報告するものとする。 

 

（秘密の保持） 

第８条 推進員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 

 

（身分証明書の交付） 

第９条 市長は、推進員の身分を証するため、身分証明書（様式第３号）を交付する。 

２ 推進員は、推進員として活動する際には、身分証明書を携帯しなければならない。 

 

（報償費の支払い）  

第１０条 市長は、第６条に規定する活動を遂行した推進員に対して、別表に定めるとこ

ろにより報償費を支払うものとする。 

 

（変更） 

第１１条 自治会は、当該自治会が所属する自治推進員に変更が生じたときは、自治推進

員変更届（様式第４号）又はちば電子申請サービスを通じた電子申請による自治推進員

の変更の届出を速やかに市長に提出しなければならない。 

 

（解嘱） 

第１２条 自治会は、当該自治会が所属する自治推進員から辞退の申出があったときは、

自治推進員辞退届（様式第５号）又はちば電子申請サービスを通じた電子申請による自

治推進員の辞退の届出（以下「辞退届等」という。）を速やかに市長に提出しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の規定による辞退届等が提出された場合のほか、自治推進員がその適格



性を欠くと認めたときは、解嘱することができる。 

 

 （災害補償） 

第１３条 市は、推進員がその活動中に受けた事故に対し、市が加入する損害保険で補て

んされる範囲で補償するものとする。 

 

 （不法投棄監視員） 

第１４条 市長は、推進員が地域での活動を遂行するために必要と認めるときは、推進員

と連携して活動する不法投棄監視員（以下「監視員」という。）を委嘱することができる。 

２ 監視員は、当該監視員の候補者が所属する自治会から不法投棄監視員推せん届（様式

第６号）又はちば電子申請サービスを通じた電子申請による監視員の推せんのあった者

で市長が適当と認めたものに委嘱する。ただし、自治会の推せん又は自治会がない地区

について必要と認めるときは、市長は、別に監視員を委嘱することができる。 

 

（監視員の定数） 

第１５条 監視員の定数は自治会ごとに３人までとする。ただし、市長が必要と認めると

きは、これを超えて委嘱することができる。 

 

 （ビブスの貸与） 

第１６条 市長は、監視員にビブス（様式第７号）を貸与する。 

２ 監視員は、監視員として活動する際には、ビブスを着用しなければならない。 

３ 監視員は、ビブスを他人に譲渡し、又は貸与してはならない。 

 

（準用） 

第１７条 第４条の規定は、不法投棄監視員の任期について準用する。 

２ 第５条第１項第２号及び同条第２項の規定は、不法投棄監視員の担当区域について準

用する。 

３ 第６条第２項の規定は、不法投棄監視員の活動内容について準用する。 

４ 第８条の規定は、不法投棄監視員の秘密の保持について準用する。 

５ 第９条の規定は、不法投棄監視員の身分証明書について準用する。この場合において

「身分証明書（様式第３号）」とあるのは「身分証明書（様式第８号）」と読み替えるも

のとする。 

６ 第１１条の規定は、監視員の変更について準用する。この場合において「自治推進員

変更届（様式第４号）」とあるのは「不法投棄監視員変更届（様式第９号）」と読み替え

るものとする。 

７ 第１２条の規定は、監視員の解嘱について準用する。この場合において「自治推進員

辞退届（様式第５号）」とあるのは「不法投棄監視員辞退届（様式第１０号）」と読み替

えるものとする。 

８ 第１３条の規定は、監視員の災害補償について準用する。 

 

 



第１８条 この要綱に定めるもののほか、推進員等に関し必要な事項は、環境局長が別に

定める。 

 

附 則  

１ この要綱は平成５年１０月１日から施行する。 

２ 清掃推進員設置要綱（昭和６０年２月１日施行。以下「旧要綱」という。）は、廃止す

る。 

３ この要綱の規定にかかわらず、この要綱施行の際現に旧要綱の規定により地区清掃推

進員または自治清掃推進員に委嘱されている者は、この要綱の施行の日に、別に委嘱又

は解嘱がなされない限り、地区清掃推進員は地区推進員に、自治清掃推進員は自治推進

員に委嘱されたものとみなす。この場合において、その任期は旧要綱に基づく地区清掃

推進員又は自治清掃推進員としての任期の残任期間とする。 

４ 第８条の規定にかかわらず、当分の間、市長は、同条の規定による報償に代えて、別

に定めるところにより、地区推進員である者が所属する自治会の区域の地区連協又は自

治推進員である者が所属する自治会に対し、報償することができるものとする。 

附 則 

この要綱は、平成６年２月１日から施行し、この要綱による改正後の千葉市廃棄物適正

化推進員要綱附則第４項の規定は、平成５年度分以降の報償について適用する。 

附 則 

この要綱は、平成７年１月２５日から施行し、この要綱による改正後の千葉市廃棄物適

正化推進員要綱附則第４項は、平成６年度分以降の報償について適用する。 

附 則 

この要綱は平成９年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は平成２５年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は平成２５年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は平成２６年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は平成２８年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は令和元年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は令和２年１０月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は令和３年４月１日から施行する。 



別表 廃棄物適正化推進員報償費（第１０条関係） 

 

推進員の種別 金額 

地区推進員 
当該地区連協に所属する自治会数（ただし自治推進員の推せんがある

自治会に限る。）に１，０００円を乗じた額 

自治推進員 １２，０００円 

備考 報償費は会計年度ごとに支払うものとする。 

 



様式第１号（第３条関係） 

 

自 治 推 進 員 推 せ ん 届 

 

 地区連協（中学校区） 第    地区連協  

自 治 会 名                    町内自治会 

住     所 
     区     町 

 

フ リ ガ ナ 

氏     名 
                       

電     話            （      ） 

電 子 メ ー ル  

 

 

上記の者を当町内自治会の廃棄物適正化推進員として推せんします。 

 

    年   月   日 

 

（あて先）千葉市長 

 

町内自治会長 

住   所 

氏   名 

電   話 

電子メール 

                                担当：環境局資源循環部 

環境事業所 

 

 

 

  



様式第２号（第７条関係） 

活 動 報 告 書 
 

地区連協（中学校区）  第   地区連協 

 

町内自治会名               

 

自治推進員氏名              

 

活動内容 
（該当するものに〇をする） 

活動頻度 具体的内容 

ごみステーションの美

化活動 

 

   回/ 
年・月・週 

 

 

ごみの分別方法の周知 

 

   回/ 
年・月・週 

 

 

集団回収やリサイクル

活動への協力 

 

   回/ 
年・月・週 

 

 

地域の清掃活動 

 

   回/ 
年・月・週 

 

 

違法ごみの市への通

報・相談 

 

   回/ 
年・月・週 

 

その他 

 

   回/ 
年・月・週 

 

 

※ 記入欄が足りない場合は、この用紙をコピーしてお使いください。 

※ 報告は各自治会の所管環境事業所にお願いします。 

 

【問い合わせ先】 

中央・美浜環境事業所 ：０４３－２３１－６３４２ 

花見川・稲毛環境事業所：０４３－２５９－１１４５ 

若葉・緑環境事業所  ：０４３－２９２－４９３０ 

 

 

 



様式第３号（第９条関係） 
 

   身分証明書          （表） 

                            第    号 

身 分 証 明 書 

住  所 

氏  名 

有効期限 

上記の者は、本市の廃棄物適正化推進員（    推進員）であることを 

証明する。 

  年  月  日 

千 葉 市 長    印 

 

（裏） 

 

千葉市廃棄物適正化推進員要綱（抜すい） 
（活動内容） 

第 6条 地区推進員は、市と自治推進員との連絡調整を行うとともに、 
廃棄物の適正処理並びに再利用等の普及及び啓発に努めるものとする。 

2 自治推進員は、次の業務を行うものとする。 
(1) 廃棄物の適正処理並びに再利用等の普及及び啓発に関すること。 
(2) 市の実施する分別収集の指導に関すること。 
(3) 集団回収（資源回収）及びリサイクル活動に係る地域活動の推進に関

すること。 
(4) 地域における美化活動参加の促進に関すること。 
(5) 不法投棄に関する市への通報及び連絡に関すること。 
(6) その他市長が必要と認める事項に関すること。 



様式第４号（第１１条関係） 

 

自 治 推 進 員 変 更 届 

 

新推進員 

 地区連協 

（中学校区） 
第    地区連協 

自 治 会 名                                  町内自治会 

住         所 

 

         区          町 

                                            

フ リ ガ ナ 

氏     名 
 

電 話             （      ） 

電 子 メ ー ル  

旧推進員 

住        所  

氏        名  

 変更理由 

 

上記のとおり廃棄物適正化推進員を変更するので届け出ます。 

 

     年   月   日 

 （あて先）千葉市長 

町内自治会長 

住 所 

氏 名 

 

     担当：環境局資源循環部 

環境事業所 

 



様式第５号（第１２条関係） 

 

自 治 推 進 員 辞 退 届 

 

推進員 

 地区連協 

（中学校区

） 

第     地区連協 

自 治 会 名                                  町内自治会 

住         所 
         区          町 

                                            

フ リ ガ ナ 

氏     名 
 

 辞退理由 

 

上記のとおり廃棄物適正化推進員の辞退がありましたので届け出ます。 

     年   月   日 

 （あて先）千葉市長 

 

 

町内自治会長 

住 所 

氏 名 

 

 

     担当：環境局資源循環部 

環境事業所 
  

 

自 治 推 進 員 推 せ ん 届  

 

 地区連協（中学校区） 第    地区連協  

自 治 会 名                    町内自治会 

住     所 
     区     町 

 

フ リ ガ ナ 

氏     名 
                       

生 年 月 日 

 

年   月   日 生   

 

電     話            （      ） 

電 子 メ ー ル  

 

 

上記の者を当町内自治会の廃棄物適正化推進員として推せんします。 

 

    年   月   日 

 

（あて先）千葉市長 

 

町内自治会長 

住   所 

氏   名 

電   話 

電子メール 

                                担当：環境局資源循環部 

環境事業所 



様式第６号（第１４条関係） 

 

不 法 投 棄 監 視 員 推 せ ん 届 

 

 地区連協（中学校区） 第    地区連協  

自 治 会 名                    町内自治会 

住     所       区     町 

フ リ ガ ナ 

氏     名 
                       

電     話            （      ） 

電 子 メ ー ル  

 

 

上記の者を当町内自治会の不法投棄監視員として推せんします。 

 

    年   月   日 

 

（あて先）千葉市長 

 

町内自治会長 

住   所 

氏   名 

電   話 

電子メール 

                                           担当：環境局資源循環部 

環境事業所 

  

 

 

 

                                                

  



様式第７号（第１６条関係） 

        （表）               （裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第８号（第１７条関係） 

   身分証明書          （表） 

                            第    号 

身 分 証 明 書 

住  所 

氏  名 

有効期限 

上記の者は、本市の不法投棄監視員であることを証明する。 

 

  年  月  日 

千 葉 市 長    印 

 

（裏） 

  
委  嘱  状 

 
     様 

 
 

不法投棄監視員を委嘱します 

期間は    年  月  日から 
  年  月  日までとします 

 
 
 
             千 葉 市 長   

※ 印影 斜線部に印字 

 



様式第９号（第１７条関係） 

不 法 投 棄 監 視 員 変 更 届 

 

新不法投

棄監視員 

 地区連協 

（中学校区） 
第    地区連協 

自 治 会 名                                  町内自治会 

住         所 
         区          町 

 

フ リ ガ ナ 

氏     名 
 

電 話             （      ） 

電 子 メ ー ル  

旧不法投

棄監視員 

住        所  

氏        名  

 変更理由 

 

上記のとおり不法投棄監視員を変更するので届け出ます。 

  年   月   日 

 （あて先）千葉市長 

              町内自治会長 

                 住 所 

                 氏 名 

 

 

 

 

担当：環境局資源循環部 

環境事業所 



様式第１０号（第１７条関係） 

 

不 法 投 棄 監 視 員 辞 退 届 

 

不法投棄

監視員 

 地区連協 

（中学校区） 
第     地区連協 

自 治 会 名 町内自治会 

住         所 
         区          町 

 

フ リ ガ ナ 

氏     名 
 

 辞退理由 

 

上記のとおり不法投棄監視員の辞退がありましたので届け出ます。 

  年   月   日 

 （あて先）千葉市長 

 

町内自治会長 

住 所 

氏 名 

 

 

担当：環境局資源循環部 

環境事業所 

 


